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１．はじめに
　国際政治理論の世界では、ネオ・リアリズム（Neorealism）が社会科学としての理論化
を試みた後、「先に提唱された理論が説明できていないことを説明する」ためにさまざま
な代替理論が提唱されてきた。現在、国際政治理論には、ネオ・リアリズム、ネオ・リベ
ラリズム、コンストラクティヴィズム（社会構成主義）、グローバル・ガヴァナンス論等々、
さまざまなものが存在する 1。理論研究の発展にともない、国際政治上で注目されるアク
ターは国際組織、多国籍企業、NGOといった非国家行為主体にまでひろがり、扱われる
トピックも安全保障領域から環境問題、移民問題、貧困削減等、非軍事的な領域にもひろ
がった。このような国際政治への視座の「ひろがり」は、国際政治の舞台でくりひろげら
れる事象に対して、登場人物とトピックの数だけの「ものがたり群（stories）」が成立す
る余地を生んだ。「注目する行為主体と領域とが異なれば、描き出されるストーリーも異
なる」という点において、国際政治学は議論の題材提供に事欠かない、それゆえに身近な
学問領域となっている。
　ただ、最近の理論の発展とそれによる「ものがたり」の増加は、国際政治学の根幹にあ
る秩序安定（維持）への関心から離れているおそれがある。たとえば、グローバル・ガヴァ
ナンス論はNGOのような非国家行為主体が越境問題に関与する様子に焦点をあてるが、
それは事案に「関与している」事実を指摘したにすぎず、その関与が問題管理や解決に至
ることを論じている訳ではない 2。多様な行為主体にスポットライトを当てたとしても、そ
れらが問題管理に直接的・決定的な影響を与えるものでないのであれば、その存在にかか
わらず一貫して変わらない本質のようなものが国際関係を規定しているのではないだろう
か。これが、本研究の着想に至った背景である。
　そして近年の国際情勢の展開は、当該着想への確信を深めるものとなっている。たとえ
ばヨーロッパへの大量の「難民」の流入は、ヨーロッパ連合（EU）とその加盟国が何を
1　諸理論の展開を俯瞰できるものとして、International Organizatoin 誌が 1998 年に公刊した特集号（vol.52, 
no.4）がある。
2　もちろん、問題管理へ向かうよう国家を促してはいる。が、後述のとおり、国益を根拠に独自の行動を
とる国家がいることを考えると、非国家行為主体の貢献については慎重に検討しなければならない。
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しようにも、中東・アフリカ地域の国内紛争に歯止めをかけることができない限り、人の
流入圧力が下がらないことを示唆している。紛争発生国においては対立勢力間の停戦がす
すまず、NGOの関与が可能な状況にはない。そのような状況に陥っている背景には、当
事国の体制転換をめぐる欧米－ロシア間の対立がある。難民問題は非軍事的な問題だと位
置づけられることが多いが、その根本的な解決には軍事的な要素がかかわり、大国やその
パワー（権力）を考えることが不可避なのである 3。
　また、気候変動問題におけるパリ協定の実効性について、アメリカ（と中国）の積極的
な参加がこれを左右するという現実も、環境問題において大国の国益の側面がおおいに関
わっていることを示唆する。NGOをはじめとする非国家行為主体のはたらきかけが問題
管理へと促す事実は無視できないにせよ、問題管理達成の成否は国家、とりわけ大国の国
益と行動に依存する場合が多い。
　それならば、ネオリアリズム後に発展した国際政治理論にはどのような役割があるのか。
それらは「ものがたり」を提供するだけでなく、国際政治の根幹テーマである秩序維持・
管理への知的貢献を果たすのか。新たな理論を精査する前に、それらが提唱される際に必
ず議論の出発点－批判の対象－にされてきたネオ・リアリズムをもう一度精査しようとい
うのが、本研究ノートの出発点である。
　ネオ・リアリズムとは、ケネス・ウォルツ（Kenneth N. Waltz）が提唱した国際政治理
論である。哲学や政治思想をルーツとする伝統的リアリズムやリベラリズムは国際政治の
「理論」たる要件を満たしていないとして、ウォルツは国際政治の理論とはどういうもの
かを示してみせた。彼の議論は1959年公刊の『Man, the State, and War（邦題：人間・国家・
戦争）』（Waltz 1959; ウォルツ2013）、そして1979年公刊の『Theory of International Politics（邦
題：国際政治の理論）』（Waltz 1979; ウォルツ 2010）の2冊に集約されている。両書を通
じて、ウォルツは国家のパワー分布が国際政治秩序を左右すると結論づけており、究極的
には二極構造がもっとも秩序を安定させると結論づけた。国家中心主義、安全保障中心主
義、そして二極構造の議論が非国家行為主体や非軍事的領域に注目する研究者に批判され、
その後ネオ・リアリズム批判としての新理論が提唱されていくのだが、その意味でウォル
ツの議論は国際関係理論の礎になっており、これを検討することで何かしら示唆をもたら
す可能性がある。ただ、ウォルツの著作の書評や批判は、既存研究でも数多くおこなわれ
ている。そこで次節では、なぜ既に研究や批判のある2つの著作をあえて改めてひも解く
のかを論じる。その後、『人間・国家・紛争』における彼の議論の要諦を3つのイメージ
をキーワードに読みとり（第3節）、続いて『国際政治の理論』を通じて、彼のいう国際
3　あくまで内戦に起因する難民問題に限っての話である。ただ、UNHCR が発表する難民統計（Global 
Trends 各号）をみても明らかなように、近年の難民（庇護申請者）数は、国内紛争発生の時期と場所に
符合した形で推移している。
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政治理論を考察する（第4節）。なお、本文中で原著を引用する際には、一般に入手困難
なオリジナル版ではなく、再版・再刊行されて広く入手可能な版（Waltz 2001, Waltz 2010）
を用いた。
２．なぜ、ウォルツの著作に立ち返る必要があるのか
　国際政治学においては、ネオ・リアリズムがはじめて理論らしい理論化を試みたと解さ
れている。そのため、海外の学界において、ネオ・リアリズムは反論や代替理論提起の際
のたたき台であった。当然、ウォルツの著作の検討－所謂書評論文－も多く、本稿が対象
にする『人間・国家・戦争』や『国際政治の理論』についての書評は、国内においてすら
発表されている 4。それにもかかわらずなぜ、ウォルツの2つの著作についての研究ノート
を作成する必要を感じたのか。
　直接の理由は、『国際政治の理論』の末尾に言及されている「4つのP」への関心である。
4つのP、すなわちPoverty、Pollution、Population、Proliferationといった問題の管理について、
ウォルツは非常に短い紙幅で扱うにとどまっている。ネオ・リアリズムに対する検証や批
判、再反論では理論の根幹部分が取り上げられ、末尾に言及のある「4つのP」が主題に
なることはほとんどないといってよい。ウォルツが社会学や経済学の理論を使いながら国
際政治理論を確立しようとしたと理解されていることから、科学哲学からの検討や、存在
論、認識論、方法論にかかわる論評など、理論の説明力だけでなく要件についての議論が
くわわり、ウォルツ研究は多岐にわたってしまっている 5。ウォルツ自身のその後の著作に
は二極体制や核兵器による勢力均衡についての論考が多く、「4つのP」について正面から
扱ったものがあるとはいい難い。彼自身が言及した「4つのP」について、彼の理論の
延
・ ・ ・
長線で捉えたらどのような結論になるのかを考えるためには、土台となっている主要著
作の理解が不可欠である。
　近年は国際政治上のトピックが非軍事的領域にひろがり、登場する行為主体も非国家行
為主体にまでひろがっている。そのため、反ネオ・リアリズム論者はウォルツがそうした
ひろがりを分析射程に含めることができないと批判する。たしかに、公刊年次からみても
明らかなように、ウォルツは経済的相互依存には言及していてもNGOには言及していな
い。しかしながら、非軍事的領域や非国家行為主体を射程に含めた理論が登場したところ
で、それらが対象にしている領域の問題が管理に至るとは限らない。ただ、非軍事的領域
は問題管理の失敗によって戦争や国際秩序の破綻をもたらす訳ではないため、仮に代替理
4　最近のものとして、たとえば以下。信夫隆司（2014）．
5　そうした様相をわれわれに見せてくれる研究の一例として、以下。信夫隆司（2004）、大賀哲（2006）、コリン・
エルマン、ミリアム・フェンディアス・エルマン編（2003）．
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論が説明に失敗したとしても批判や反省の圧力は生じにくい。そもそも非国家行為主体が
管理に関与する事実を分析射程に含めることが目的だとなれば、その理論では管理の失敗
より管理に向かうプロセス自体に焦点があたり、自然、事例選択にバイアスがかかる。だ
が、管理が失敗するケースをつきつめると国際政治秩序の性質（アナーキー）、それに起
因する各国の国益追求が原因となる可能性も否めず、そのような場合にはウォルツの理論
の範囲内で十分説明がつく。このことを確認するためにも、改めてウォルツ自身の論理展
開をおさえる必要がある。
　もうひとつの理由は、ウォルツの論評、評価に対して感じる違和感である。たとえば、
ある書評論文では「ウォルツ理論の真髄は、アナーキーと自助によって特徴づけられた国
際システムを前提として、国家は互いに均衡を保つ行動をとることを明らかにした点にあ
るのだろう」と指摘しながらも、勢力均衡による安定下でなぜ戦争が生じるかについては
「説明になっていない」と指摘している（信夫 2014: 150-151）。同じ書評論文の「ウォル
ツ理論の評価」と題した節では、「ウォルツ理論は、きわめて大雑把に、国際政治の世界
では戦争がつねに起こりうる可能性があることを示しただけである」（信夫 2014: 151）と
評され、「ウォルツの世界は、戦争が起きる可能性があるとしながらも、現実には、勢力
均衡が保たれたきわめて静
・ ・ ・
的な世界であり、その意味では、当時の現実 6を追認しただけ
であったのかもしれない」（信夫 2014: 153 傍点は筆者による）としている。さらに、そ
の理論が日本にもたらす示唆については、「ウォルツ理論は、これまで明らかにしたように、
大国中心の理論といえるだろう。そうなると、国際政治学における日本の存在意義はほと
んど失われてしまう」（信夫 2014: 153）とある 7。それらは、国際政治理論を学ぶ過程で得
た理解とはいささかズレがある。どちらかというと、当該書評の前半部分にみられる「ウォ
ルツは、個々の戦争が起こる原因を解き明かそうとしたのではなく、戦争が繰
・ ・ ・ ・
り返し起こ
る国際政治の本質的な原因を探求しようとしたことになる」（信夫 2014: 150 傍点は筆者
による）との指摘の方がすんなりくる。学会専門誌の書評論文を相手にそのような所感を
もつようなら、こちらが改めて両書を学びなおさねばならない。
　ウォルツへの論評が数多あるなか、いったいウォルツはその著作でどこまで述べており、
どこは述べていないのか。述べていることがらから現代的な意義を考察する場合には、何
が鍵になるだろうか。次節以降、ウォルツによる2冊の著作をそれぞれ検討する。
6　いわゆる米ソ冷戦を指すものと考えられる。
7　これには、当該書評も指摘しているよう（信夫 2014: 153）に、ウォルツが勢力均衡の観点からイランの
核保有を容認する発言をするなど、核保有を勢力均衡のツールとして認めて（促して）いたこととも関
係する。
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３．『人間・国家・戦争』：3つのイメージ
　2001年版の序文および日本語版への序文（Waltz 2001: vii-xi; ウォルツ 2013: 1-2, 3-7）に
よれば、ウォルツはコロンビア大学大学院で政治理論を主専攻、国際関係論を副専攻にし
ていた。1951年には口頭試問の準備をしていたが、試験官の変更にともなう国際関係論
の試験範囲の変更（指導）にともない、当初より広くなった試験範囲への対応を迫られた。
陸軍に戻ることになっていた彼は試験を延期せず試験対策に乗り出したが、幅広い文献を
消化する過程で「表面的には同じテーマを扱いながらも異なったり矛盾する結論にたどり
つく著者たちの対照的な見解に当惑した」（Waltz 2001: viii; ウォルツ 2013: 4）という。そ
の際、文献を整理し体系化するためにひらめいたというのが、3つの分析イメージだった。
国際政治の結果をもたらす主要な原因だと考えられるものを指摘するために、「レベル」
ではなく世界をある方法で見る・想起するという「イメージ」という言葉を用いて（Waltz 
2001: ix; ウォルツ 2013: 5）、西欧の理論家が提示した主要な戦争原因は3つのイメージの
もとに系統立てることができると主張した。
　当該書籍の第2章および第3章で、ウォルツは国際政治の第1イメージを議論している。
第１イメージによれば、重要な戦争原因は人間の本性と行動に求められる。そのため、第
1イメージに依拠して戦争を除去する方途を考えると、人間を道徳的に高めて啓蒙するか、
精神的、社会的に改造しなければならないことになる（Waltz 2001: 16; ウォルツ 2013: 
27）。こうした推論に対してウォルツは、「人間の本性は、ある意味では1914年の戦争の
原因であったかもしれないが、同じようにそれは1910年の平和の原因であった」（Waltz 
2001: 28-29; ウォルツ 2013: 37）と指摘、人間の本性が戦わせる場合もあれば戦わせない
場合もあるならば、人間の本性と行動のみで戦争と平和の両方を説明することはできない
と主張する（Waltz 2001: 29; ウォルツ 2013: 38）。また、人間の本性に戦争と平和の説明を
求める議論に対して、そもそも「本性が善良である」とはどう定義されるのかといった問
題がつきまとうこと（Waltz 2001: 39; ウォルツ 2013: 46）、本性を外から変える方法を見つ
け出すとなれば必然的に他のイメージ、すなわち社会・政治の構造に説明を譲らざるを得
ないことを示唆した（Waltz 2001: 40-41; ウォルツ 2013: 47-48）。
　第4章および第5章では、第2イメージを検討している。第2イメージでは戦争を起こす
のは国家であり、国家の欠陥を指摘することによって世界政治を論じる（Waltz 2001: 81-
82; ウォルツ 2013: 82）。このイメージにもとづけば、平和は国家のありようを正すことに
よってもたらされる。それならば、どのようにすれば国家が変わるのか、何が良い国家の
基準となるべきなのか、今ある状態から望ましい状態に変えるためには何ができるのか、
とウォルツは疑問を投げかける（Waltz 2001: 83-84, 103; ウォルツ 2013: 84, 100）。またウォ
ルツは、「悪い国家が戦争を起こす」という命題は、戦争を起こす国家はどれも「悪い」
とレッテルをはるだけで真実になってしまうと同時に、「良い」とされる国家が多く存在
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することがすなわち平和を意味しないのではないかと指摘した（Waltz 2001: 114; ウォル
ツ 2013: 110）。
　そしてウォルツは、後にポイントになることを指摘している。国家の行動―より正確に
は国家のために行動する人間―が国際関係の内実をつくりあげるが、国家の行動様式には
国際政治環境が大きな影響を与えるというのである。戦争と平和の方程式を解こうとする
際には、国際
・
環境のもつ重要性を考慮に入れたうえでないと国家の国内
・
構造に起因する影
響を判断できない（Waltz 2001: 122-123; ウォルツ 2013: 117）というのだ。
　さらにウォルツは、国家の性質と戦争あるいは平和の関係を考えるために国家の自由主
義観と社会主義観をとりあげ、それぞれの主義がいうとおり自由主義なり社会主義なりが
平和をもたらすというのであれば、自由主義だけあるいは共産主義だけからなる世界は平
和な世界になるのであろうかと検証している。ウォルツは、たとえば社会主義者同士が平
和なのかという命題にこたえない限り、この命題は真とはならないと指摘しており、第一
次世界大戦時の社会主義に注目してこの問題を追求、結論として第2イメージよる国際政
治の類推も適切ではないと示唆している（Waltz 2001: 125-128; ウォルツ 2013: 120-122）。
　第6章と第7章では、いよいよ第3イメージ、つまり主権国家が存在し、互いに関係を
もつ国際システムの検討に入る。ウォルツは、「多くの主権国家が存在し、そこに拘束力
のある法のシステムが存在せず、それぞれの国家が理性と欲求が命ずるままに不満や野望
について判断するという状況では、紛争は必ず起こり、それはときに戦争に至る」（Waltz 
2001: 159; ウォルツ 2013: 149）と指摘する。そのような紛争から好ましい結果を得るには、
国家は自身が持つ手段に頼らなくてはならず、その手段が相手に比べて効果的であること
が国家の恒常的関心事となる（Waltz 2001: 159; ウォルツ 2013: 149）。
　ウォルツは、行動する単位が自身より上位の権威なしに共存する状況が「自然状態」で
あるとして、市民国家の外に生きる人間と同様、近代世界のなかの国家にも自然状態を見
出すことができるとした（Waltz 2001: 172-173; ウォルツ 2013: 161）。国際政治において軍
事力使用を禁止できる効果的な権威が存在していないという意味において、国際政治は自
然状態であり、この状態をウォルツはアナーキー（無政府状態）と称し、このもとでは自
動的な調和は存在しないとした（Waltz 2001: 160; ウォルツ 2013: 150）。そのようなシステ
ムのもとでは、国家は自助に頼らざるを得ない。アナーキーな状態のもとでは、似通った
単位のあいだで不可避的に生じる利害対立を和解させるような一貫性のある方法、たより
にできるプロセスが存在しないため、軍事力が国家の対外目標を達成する手段となる。国
際政治のこのイメージに基づく対外政策は、道徳的でも非道徳的でもなく、単にわれわれ
を囲む世界に対する理にかなった反応の具体的表現だという（Waltz 2001: 238; ウォルツ 
2013: 217）。
　このように描かれた第3イメージは、特定の戦争の原因を説明するものではなく、なぜ
国際社会において戦争が繰
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
り返されるのかを説明するものである（Waltz 2001: 232; ウォ
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ルツ 2013: 212）。それは、特定国が特定国を攻撃する直接の原因とはならない（Waltz 
2001: 232; ウォルツ 2013: 212）。個
・ ・ ・ ・
別具体の戦争がおこるかどうかは、両国の行動に影響
するそれぞれの場所、国の大きさ、パワー、利害、政府の種類、過去の歴史や伝統といっ
た多くの具体的状況に依存し、ウォルツによればそれは第2、第1メージに含まれている
（Waltz 2001: 232; ウォルツ 2013: 212）。ウォルツにとって、イメージとはどれかひとつの
みが正しいとか好悪の問題ではなく、同
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
じ結果が繰り返され
・ ・
ることに関心を抱く場合には
第3イメージを主としなければならず、相違つまり個
・ ・ ・
別具体
・
の現象に関心がある場合には
第2、第1イメージが必要になると示唆していることは、おさえておく必要がある。
４．『国際政治の「理論」』：体系的理論、構造、勢力均衡、二極体制
4-1．理論の要件と還元主義批判
　『国際政治の理論』は、還元主義批判と他学問を援用した理論構築に特徴がある。「法則
と理論」と題した第1章では、理論とはどうあるべきかを議論している。ウォルツは、法
則とは変数間に関係を構築するものでありそれが繰り返し発見される／おこるもの、理論
とは法則の単なる集合ではなくそれら法則間の関係性がなぜ存在するのかを説明するもの
だという（Waltz 2010: 1,2, 5; ウォルツ 2010: 1, 2, 6）。理論とは真実の体系でも現実の再現
でもなく、事件の観察でも関連性の記録でもなく、それらを説明するものである（Waltz 
2010: 8-10;ウォルツ 2010: 10-12）。それゆえ、理論の説明力は対
・ ・
象（すなわち「現実」）
か
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
ら離れることによって得られるのであり、細部に立ち入って描写すればするほど説明力
は低くなる（Waltz 2010: 6-7;ウォルツ 2010: 8-9）。
　上記の議論は非常に重要である。というのも、ネオ・リアリズム批判のなかには、ネオ・
リアリズムでは特定の事象を説明することができないという指摘があるからである。ウォ
ルツ自身も日本語版への序文にて、「理論がどうつくられるかを誤解し、理論にできるこ
ととできないことを理解しないことから（批判者たちの混乱が）起こっている」（ウォル
ツ 2010: iii（　）内は筆者が追記）と言及している。理論は直接的経験から何歩か距離をと
るために、そして重要な原因と結果を取り上げるために、起こっていることのほとんどす
べてを省略しなければならないため、理論が省略しているものを理由に理論を批判するこ
と、理論を現実に近づけるために何かを付け加えるべきだという指摘はあたらないと主張
している（ウォルツ 2010: iii-iv）。
　「還元主義的理論」と題した第2章では、個人または国家レベルに原因を求める国際政
治理論を還元主義だと批判した。個人または国家レベルからの説明は、部分を研究するこ
とによって全体がわかるという姿勢のあらわれであり（Waltz 2010: 18-19;ウォルツ 2010: 
23-24）、それは「外交政策」の理論ではあっても「国際政治」の理論ではない（ウォルツ 
2010: v）。それでは、国際システムによる説明・理論とはどのようなものなのか。ウォル
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ツは第3章「体系的なアプローチと理論」でこれを議論している。
4-2．体系的理論と構造、アナーキー
　ウォルツによれば、理論が「体系的」であるためには、システムレベルすなわち構造が、
相互作用するユニットのレベルからどのように区別されるかが示されるべきだとする
（Waltz 2010: 39-40;ウォルツ 2010: 51）。そのうえで、ローズクランス、ホフマン、カプラ
ンといった「国際政治のシステム理論家」と呼ばれた研究者の議論を批判的に検討し、ユ
ニットレベルの説明をシステム要因に混ぜている（インサイドアウト）ためにいずれもシ
ステム理論とはいえないと結論づけている。その過程で、①体系的アプローチに従うべき
なのはシステムレベルの原因が作動しているように思える場合に限られ、その場合、シス
テム内のユニットの属性と相互作用を（ユニットが存在する）構造の定義から注意深く切
り離さなければならない、②システムの構造はユニットを制約、つまりユニットがある特
定の行動をするよう促し、それによってシステムは維持される（Waltz 2010: 57-58; ウォル
ツ 2010: 75-76）、という彼の理論の重要な立脚点を導出している。
　「還元主義的理論と体系的理論」と題した第4章では、国際政治の体系的理論の守備範囲、
つまり何を対象にし、何を達成できるのかを述べている。国際政治上で生じた結果がアク
ター（行為主体）の意図に呼応していたことはめったになく、アクターの意図が繰り返し
妨害されるのは、アクターの個々の特性や動機以外のところに見出される原因がアクター
間に集合的に作動しているためだ、とウォルツは指摘する（Waltz 2010: 65; ウォルツ 
2010: 85-86）。国際政治のできごとは高度に持続的であり、国際的に支配的な関係がその
種類や質において急速に変わることはほとんどないというのがウォルツの観察であり、ア
クターの属性や相互作用が非常に多様であるにもかかわらず何千年にもわたって世界のあ
り方の質が驚くべき程の持続性（類似性）をもっているのは、アナーキー（無政府性）と
いう国際政治の特徴に起因すると指摘する（Waltz 2010: 65-67; ウォルツ 2010: 86-88）。こ
のようななかで理論がなすべきこととは、期待される結果がなぜ一定の範囲内に収まるの
か、行動パターンがなぜ繰り返されるのか、（だれも、もしくはほとんどのアクターが望
まない場合ですら）なぜ事件が繰り返されるのか、を説明することであるという（Waltz 
2010: 69-70; ウォルツ 2010: 90-91）8。
　そこでウォルツは、エージエントやエージェンシーといった用語、また文化人類学や経
済学の考え方を用いて、結果を狭い範囲内に保つようにはたらくのが構造だと定義した
8　このとき、市場理論を用いて国際政治の理論を外交政策の理論と区別する議論は秀逸である。ウォルツは、
市場理論が企業の理論を必要としないのと同様、国際政治の体系的理論は、なぜ異なるユニットが同じ
ように行動し、（その差異にもかかわらず）期待された範囲内に収まるような結果を生むのかを物語るも
のだとしている（Waltz 2010: 71-72; ウォルツ 2010: 94-95）。
27
（Waltz 2010: 73; ウォルツ 2010: 96）。そのうえで、その構造、つまり全体としてのシステ
ムは行動しないにもかかわらず、エージェントやエージェンシーの行動はシステムの構造
から、アクターの社会化とアクター間の競争を通じて影響を受けると主張した（Waltz 
2010: 74; ウォルツ 2010: 97）。
　「政治構造」と題した第5章では、他の学問領域の成果を類推に用いつつ、国際政治に
適合する構造とはなにかを明らかにした。別言すれば、国際政治を他と区別されるシステ
ムとして把握するためにはどうすればよいのか、相互作用するユニットとユニットの行動
および相互作用が生み出す結果との間に介入するものはなにか、政治構造がどのように生
まれ、それがユニットにどう影響するのかを論じた。
　システムとユニットとを厳格に切り離すと、純粋に位置関係だけをとらえた社会の図が
得られる（Waltz 2010: 80; ウォルツ 2010: 106）、とウォルツは主張する。そこから3つの
命題、すなわち第1にユニットの性格や行動そして相互作用が変化しても構造が持続する、
第2に部分の配置が似ている限り構造の定義は異なる領域にもあてはまる、第3にある領
域で構築された理論を多少の修正によって他の領域に応用することも可能になる、という
命題を導き出す（Waltz 2010: 80; ウォルツ 2010: 106-107）。ここに、「構造は部分の配
・ ・
置に
よって定義され、配
・ ・ ・ ・ ・
置の変化のみが構造的変化である」いうウォルツの理論の中心構想が
生まれる 9。必然的に、配置や組み合わせが異なればユニットのとる行動は変化し、その相
互作用をへて生まれる結果も異なることになる（Waltz 2010: 81; ウォルツ 2010: 108）。
　続いてウォルツはまず国内の政治構造を検討し、第1にその秩序原理に従って、第2に
公式に差別化されたユニットの機能を特定化することによって、第3にユニット間の能力
の分布によって（Waltz 2010: 82; ウォルツ 2010: 109）国内構造を定義した。そしてイギリ
スとアメリカの政治構造－とりわけ立法府と執行府（行政府）のありよう－が異なるがゆ
えに異なる政治過程が生まれること、構造が持続する限り政治構造は政治の過程とパ
フォーマンスの類似性 10をもたらすことを示してみせる（Waltz 2010: 81-88; ウォルツ 2010: 
108-116）。
　では上記の国内政治構造と国際政治構造とがどのように異なるのかという観点から、
ウォルツは国際政治構造を定義する。ただ、ハイラーキカルな国内政治に対して、国際政
治はその上位に政府が存在せず、そのままユニットへの組織的影響を考えるのは困難であ
る。そこでウォルツは、アダム・スミスをはじめとする古典経済理論がミクロ経済理論、
すなわち自己利益にもとづく行動と個々のユニット（企業や個人）の相互作用からどのよ
うに秩序（市場）が形成されるかを扱っていることに注目し、ミクロ経済理論からの類推
でこの後の議論を展開する（Waltz 2010: 88-91; ウォルツ 2010: 117-120）。政治社会的な自
9　このとき、市場と企業といったミクロ経済学の構造から類推していることは注目に値する。
10　均一ではないとあえて言及しているところには注意を要する。
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由競争を許す限り、自己利益にもとづく行動が好ましい社会的結果（調和的な結果）を生
む可能性を示したところに注目し、利己的な行動と調和的な結果との間に介在するのが市
場の概念だと指摘した（Waltz 2010: 89-90; ウォルツ 2010: 118-119）。国際政治システムも
同様に、利己的なユニットの行動（共＝行動：coaction）によって生まれる（Waltz 2010: 
91; ウォルツ 2010: 120）。ユニットの意図にかかわらず、構造はユニットの共＝行動によっ
て形成され、そこで繁栄するか衰退するかはユニット自体の努力にかかる（Waltz 2010: 
91; ウォルツ 2010: 120-121）。ここに、構造そしてアナーキーに続くネオ・リアリズムの
主要概念たる「自助」が導出される 11。このようにして、ミクロ理論においてはアクター
の動機は現実的に描写されるのではなく、仮
・ ・
定されている。ウォルツの理論では、それが
事実かどうかというよりも、説明のために、「国家が生き残ることを確実にしようとする」
と仮定されているのである 12。
　そのような構造のなかでは、国家はたとえ課題遂行能力や大きさ、富、形態などでは似
ていなくてもその直面する課題においては類似しているため、国家をユニットとしてとり
あげることが可能である（Waltz 2010: 96-97; ウォルツ 2010: 128）。なお、この議論の過程
でウォルツが言及した3つのこと、すなわち第1に「国際政治の構造は、秩序原理の変化
あるいはユニットの能力の変化をとおしてしか変化しない」、第2に「国家はいまも国際
関係の唯一のアクターではないし、かつても唯一のアクターであったことはない。しかし、
構造とは、そのなかで繁栄するすべてのアクターではなく、主要なアクターによって定義
される」、第3に「国家は、非国家行為主体と並んで、ドラマを演出したり単調な劇を続
けたりする舞台を設定する」という指摘（Waltz 2010: 93-94; ウォルツ 2010: 123-125）に
は注意を要する。なぜなら、後のネオ・リアリズム批判、とりわけ国家中心主義的な色合
いに対する批判への回答がすでになされているようにみられるからである。
　こうしてウォルツは、ユニットである国家の差異は機能ではなく能力なのだと指摘し、
大国の数によって国際政治のシステムを区別し、システムの構造はユニット間の能力分布
が変わることで変化するという論理展開を完成させた 13。
11　もちろんウォルツとて、生き残るという動機のほかにも、世界制覇から単純に干渉されたくないという
希望にいたるまで、国家の目的は果てしなく多様にあることは指摘している（Waltz 2010: 91-92; ウォル
ツ 2010: 121）。
12　この仮定は真実かどうかでなく、意味があり有益かどうかを検討するものであると、予めことわってい
る（Waltz 2010: 91; ウォルツ 2010: 121-122）。
13　第 1 に、構造はシステムを秩序づける原理すなわちアナーキーによって定義され、これが変化すれば構
造がシステムは変化したことになるという命題、第 2 に構造は差別化されたユニットの機能の特定化に
よって定義され、異なる機能が定義されたり加えられたりしたら、構造は変化するという命題、第 3 に
構造はユニット間の能力分布によって定義され、能力分布の変化はシステムの変化となるという命題で
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4-3．勢力均衡と二極体制
　「アナーキーという秩序と勢力均衡」と題した第6章では、アナーキーカルな領域で起
こる結果を検討した。国内政治にも暴力がみられることから、ウォルツは国際政治におけ
る政府の不在が暴力の発生に結びつくとは帰結せず、暴力が発生した場合に対処する組織
の形態に注目した。つまり、国内では暴力に対して公的機関が対処してくれるが、国際政
治においてはそれがなく、自助に頼らざるを得ない。自助のシステムにおいては、自国の
利益を伸長するためではなく、自分を守る手段を備えるのに一定の努力をする。ウォルツ
はこれこそが分業や国家間協力を制限していると指摘し、自国より他国が有利になるかも
しれない利得の分配（相対的利得）に懸念を抱き、相互協力的活動や物品・サービスの交
換をとおして他国に依存するのを恐れていると指摘した（Waltz 2010: 104-107; ウォルツ 
2010: 137-142）。
　つづいて、ウォルツはアクターの行動が意図せざる結果を生むことを、商品不足時の行
動や預金引き出しの行動といった経済の例、とりわけ「小さな決定の専制」から導き出し
ている。構造が変化しない限り、特定のアクターの意図や行動の変化で望ましくない結果
を回避するのは困難であり、構造の変化はユニット間の能力分布を変えることによってし
かもたらされない（Waltz 2010: 107-109; ウォルツ 2010: 142-144）。また、核戦争や人口、
貧困、公害といった問題も取り上げられており、問題は地球レベルにあるが解決は国家の
政策に依存している場合に、自己利益の追求とシステムのための行動とのあいだの緊張を
どのように解くのかを問うている。構造的制約のあるなかでは、合理的行動が望ましい結
果を生むことはない。危機を強く認識した場合に達成すべき目標が定められることはウォ
ルツも認めているが、それが目標達成を意味する訳ではないとも指摘している（Waltz 
2010: 109-110; ウォルツ 2010: 144-145）。この指摘は、本稿の問題意識にとっては非常に重
要である。効果的な行動をとることができるかどうかは必要な手段を提供する能力がある
かどうかに依存するが、上位機関不在のなかでは必然的にその能力をもつ国家、大国が必
要なことをするように要求されるという（Waltz 2010: 109-110; ウォルツ 2010: 145）。
　このように、自助システムにおいて最低でも自己保存を追求する国家は、2か国以上の
国家が共存していて上位機関が存在しないとなると、望まない結果を避けるために（意図
しようとしまいが、調整されようがされまいが）自国の地位を維持することにつながる勢
力均衡をもたらすような行動をとるとして、この後のウォルツの理論では勢力均衡がキー
ワードとなる（Waltz 2010: 118; ウォルツ 2010: 155-156）。
　「構造的原因と経済的影響」と題した第7章では、大国の数の多寡とシステムの安定性
が問われた。寡占セクターにおける企業との類推で、少数の大国とその他大勢の小国のあ
いだには能力の不均衡があることを指摘、大国の数が構造の違いを説明する重要な要素だ
ある（Waltz 2010: 100-101; ウォルツ 2010:133）。
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と指摘する。
　それでは、大国の数が変わると国際政治システムの命運はどのように変わるのか。ウォ
ルツは経済学や組み合わせの論理を用いて、少なければ少ないほどよいことを示唆、二極
体制強調の伏線となっている（Waltz 2010: 134-138; ウォルツ 2010: 178-183）。さらにシス
テムの変化にともない国家間関係がどのように変わるのかについて、第7章の末尾で経済
的相互依存を、第8章で軍事的相互依存を考察している。
　相互依存というと、国際政治学においては、クーパー（Richard N. Cooper）、カッツェ
ンスタイン（Peter J. Katzenstein）、そして『相互依存とパワー』（Keohane and Nye 1977）
を公刊したコヘインとナイによる定義、すなわち国家間の経済交流の増加による国際政治
の変容が想起される。しかしながらウォルツは、そこで用いられる敏感性と脆弱性の語を
用いて議論を展開し、一般的な相互依存の概念は国家間の不平等が急速に低下してその政
治的重要性が失われている場合にだけあてはまること、国家間の不平等が依然として国際
関係に支配的な政治的事実なら相互依存は低いままであること（Waltz 2010: 152; ウォル
ツ 2010: 200）を指摘した。自助システムにおいては国家間の緊密な接触が紛争をもたら
す可能性もあるため、当事者の数が減るにつれて相互依存度は低下し、かえってシステム
は平和的、安定的になると示唆したのである。なぜなら、世界の財を多く生産する国は他
の大半の国よりも多くの方法で自らの面倒をみることができる－アメリカを例にとれば、
自身が望む選択肢に対して高い代価を払う余裕がある－からだという（Waltz 2010: 156; 
ウォルツ 2001: 206）。米ソはその規模のおかげで支配のための能力を得ると同時に、他国
の行動の影響から自らを隔離することができ、相互依存の低いレベルにおいて均衡状態を
生み出しているというのである（Waltz 2010: 159-160; ウォルツ 2010: 210）。
　軍事的相互依存を扱う「構造的原因と軍事的影響」と題した第8章では、なぜ少ない大
国の数のうち2という数字が最良なのかを論じている。国際政治は1945年まで、常に5カ
国以上からなる多極システムだったため、軍事的には多極世界においては（確固たる支持
を確保することが非常に重要であるために）相互依存が高く、それゆえ不安定であった。
しかしながら二極世界の場合には、中ソ対立やフランスのNATO脱退の事例から明らかな
ように、他国との相互依存関係が高くない（Waltz 2010: 169-170; ウォルツ 2010: 224）。ただ、
米ソは互いに対しては一方の損失が他方の利得になるため、安定を損ねるような事件に対
して迅速に反応する（Waltz 2010: 170-171; ウォルツ 2010: 225-226）。また、二極であるこ
とにより、世界のいかなる場所で起こるどんなことでも潜在的には両国の関心事となり、
両国の関心の地理的範囲が拡大される（Waltz 2010: 171-172; ウォルツ 2010: 227）。その結
果、多極世界よりは二極世界の方が当事国の自己依存性、危険の明確さ、だれが危機に直
面しなければならないかについての確実性が高まるという（Waltz 2010: 171-172; ウォルツ 
2010: 227）。互いが相手に対してできることが多いためシステムにおける緊張は高いが、
第三者に訴える事ができないため行動を緩和する圧力も大きい（Waltz 2010: 173-174; ウォ
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ルツ 2010: 230）。その意味で、二極システムは存続性がある。
　なお、公刊当時の世界情勢に起因して米ソが優位を失いつつあるという指摘や、デタン
トや南北問題を根拠とした二極体制終焉の指摘があったというが、本人はアメリカとソ連
の行動は時間の経過とともに幾分変化したものの世界が二極であることに変わりはないこ
とを示唆している（Waltz 2010: 203-204; ウォルツ 2010: 270）。また、核兵器によって二極
体制が維持されているのではなく、他国が核を入手しても二極という本質は変わらないこ
とも示唆している（Waltz 2010: 180-181; ウォルツ 2010: 238）。戦後の西欧諸国の復興過程
とそれによるアメリカへのキャッチ・アップ、対するソ連の状況に敷衍しながら、アメリ
カはやはり主導的国家であること、そしてソ連もアメリカに挑戦していた事実を明らかに
する。その過程ではソ連に核が備わっていなかった時期もあるため、ウォルツは核兵器が
二極の原因となったのではなく、つまり特定の兵器システムによってではなく、軍事技術
を大規模かつ科学的先端をいくかたちで開発する能力によって他国を引き離していたと解
説する（Waltz 2010: 173, 180-182; ウォルツ 2010: 228-229, 238-241）。
　「国際関係の管理」と題した第9章では、大きなパワーをもつものはシステムに対する
大きな利害関心と同時に、そうした利害のために行動する能力をもつのではないかと指摘
する。競争が減るにつれて絶対的利得が相対的利得の獲得よりも関心をひくようになるた
め、米ソは第1に両国のバランスが安定し、第2に両国に追従してくる国との差があるこ
とによって、たとえ他国が極端に多くの利得を得たとしても率先して公共努力を行い、そ
れに協力することすらある（Waltz 2010: 195; ウォルツ 2010: 258-259）。公共善、集合財に
ついての考察をへて、ウォルツは、システムに十分に大きい利害をもつユニットは不当に
大きなコストを払ってでもシステムのために行動すると考え、大国は他国が遂行するイン
センティブも能力もないような任務を遂行することになる（Waltz 2010: 198-199; ウォルツ 
2010: 263）という。
　大国の数が2であれば、両国ともシステムを維持しようと行動すると予想できるが、そ
のために両国は一般的な平和を促し他国の安全保障問題を解決する手助けといったサービ
スを提供するだろうか（Waltz 2010: 204; ウォルツ 2010: 271）。政府がないなかで軍事的、
政治的、経済的なことがらについての何らかの規制が必要になるとき、それを誰が提供す
るのか。ウォルツによれば、それはこれまでのところアメリカである。アメリカ自身が繰
り返し述べてきたようにアメリカは世界の警察官ではないが、そうだとしてもジョンソン
大統領の言葉をかりれば「その仕事をできるのはアメリカ以外にない」のだという（Waltz 
2010: 206; ウォルツ 2010: 274）。多くの調整された努力を必要とする「4つのP」問題につ
いてはどうだろうか。ブレトンウッズ体制崩壊後、そして核の優位がなくなってから、ア
メリカはもはやそうした問題に対処できないと考えられた。たしかに他国の助けなしに一
国だけでは解決できないことにはウォルツも賛同しているが、集団的努力が必要な問題に
対して、経済的に他を圧倒的に引き離す主導国が主導しなければ他国は従わないとも指摘
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している（Waltz 2010: 209-210; ウォルツ 2010: 279-280）。グローバルな見方では、アメリ
カとソ連がもっとも管理される必要があり、ウォルツの理論は見方をミクロに変える、す
なわち大国を含む世界をどう管理するかではなく、大国が国際関係を建設的に管理する可
能性がシステムの変化にともなってどう変わるかに注視する（Waltz 2010: 210;ウォルツ 
2010: 280）と指摘したところで、この本は結びを迎えている。
５．おわりに
　『人間・国家・戦争』において、3つのイメージの区別、国際政治の特徴たるアナーキー、
自助、そこから導き出される勢力均衡といったネオ・リアリズムの基礎となる部分はほぼ
表明されていた。『国際政治の理論』は、それらを第3イメージに特化した形で、理論の
要件にしたがって国際構造を定義し、国際システムがアナーキーえあるがゆえにもたらさ
れる勢力均衡と二極体制の特質とを精緻に議論した。その過程で『人間・国家・戦争』で
は「見える」国家と「あるべき」国家の区別を参照し（Waltz 2001: 173ウォルツ 2013: 
161）、『国際政治の理論』では社会学や経済学の理論からの類推を用いた。それゆえ、そ
の後のネオ・リアリズム研究／批判に科学哲学からのアプローチや認識論、存在論にかか
わる検証が多くなることは理解できる。
　同時に、ウォルツの議論は丁寧に展開されており、公刊の時点で予想される指摘や批判
への布石をうっていることも見逃せない。「国家だけが国際政治上の重要なアクターでは
ない」、「この理論では冷戦が終わったこと（変化）を説明できない」、「非経済的領域も国
際政治上の重要なイシューになっている」、「理論では複雑な現実を説明することができな
い」といったひととおりの指摘には耐え得る展開になっている。問題管理達成の局面に注
目した場合に大国の国益が大きな機会／障壁になることは、序論で指摘せずとも当時から
彼が指摘していることは確認できた。ひととおり（そしてカリキュラム上急いで）理論系
譜を学んできた者としては、予想される指摘にあらかじめ布石が打たれていると改めて確
認することは示唆的で、古典を自ら読む重要性を改めて認識させられた。
　本論の当初の目的であった「4つのP」については、大国を管理にむかわせるべく（大
国以外の）ユニットがはたらきかける余地はあるのか、それで構造変化をもたらすことは
あるのか、それは後の理論が提唱するようにそれこそ国際制度や条約群（レジーム）によっ
てなされるものなのか、といったことについて、その後のウォルツの議論や代替理論を通
じて検証しなければならない。大国の国益と姿勢が影響するので問題が解決しませんとい
うのでは、秩序をもたらすことについて考えることにはならない。今後の研究課題としたい。
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Research Note on Neorealism by Kenneth Waltz:
“Man, the State, and War” and “Theory of International Politics”
Jun Inoue
　　Recent development of theories of international politics has helped us focus on various actors 
and topics/issues, if we compere with Neorealism that focuses on national behaviors under 
anarchical international political system and emphasizes the bipolar system. However, today’s hot 
topics in international politics, such as intra-national conflict and refugees as well as climate change 
actions, seem to reveal that political willingness of major power(s) is(are) essential to solve/manage 
such international affairs. This research note touches on Neorealism that was developed by Kenneth 
N. Waltz, and attempts to find some implications to today’s international affairs.
　　Waltz had invented “three images” of international politics in his book under the title of  “Man, 
the State, and War”, and suggested that the third image was to be used to explain international 
affairs. Twenty years later, in 1979, he had succeeded to develop “theory” of international politics 
in his book under the title of “Theories of International Politics”. His theory, which was named 
Neorealism, was characterized by structure, anarchy, self-help, balance of power and the bipolar 
system. Although Waltz has been criticized that Neorealism did not cover non-state actors, non-
political issues (low politics) and it could not explain dynamic change of international system, his 
views on issues that requires coordinated and cooperated actions among states have significant 
insights on today’s international politics. Especially, in the last section of the “Theories of 
International Politics”, he had touched on the four “Ps” – poverty, population, pollution and 
proliferation. He mentioned that the leading powers, such as the United States and the Soviet Union 
(Russia), needed to be managed, and also implied that the possibility that the great powers will 
constructively manage international affairs varies as system change. This paper sees that his 
arguments and theories will contribute to our understanding of today’s hard situation in international 
affairs.
